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コンプライアンス：法令遵守。社会規範に反することなく、ビジネス活動を行うこと。

ニュースキンは、コンプライアンスを尊重し、ブランド メンバーが正しい活動をとおしてビジ
ネスを発展できるようサポートすることで、社会における信頼性の向上を目指します。
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ニュースキン ビジネスを円滑に、
よりよく行うために

初めてニュースキンの話を聞く人は、ブランド メンバーの
行動を注意深く見ています。そして、「ニュースキンって、ど
んな会社なんだろう」「断ったら怒るだろうか」「無理やり
買わされたらどうしよう」というような、興味と不安をいっぱい
もっています。

ここで、皆さんが注意しなければならないことは、ニュースキン
製品のよさを理解してほしいがために熱心になりすぎて、周りが
見えなくなることです。
例えば、相手の方が困った顔をしているのに、延々と話を聞かさ
れたらどうでしょう。その人はニュースキンに対してよいイメー
ジをもたないかもしれません。

ニュースキンのビジネスを正しく知ってもらうためにも、相手
の立場になり、「大切な時間を、自分の話を聞くために割いて
いただいている」という心構えでお伝えしていきましょう。残念
ながら断られた場合でも、快く、その辞退を受け入れましょう。
それが、次のスポンサリングにつながるのです。

ブランド メンバーは、ニュースキンを躍進させる人です。よいイ
メージも、悪いイメージもブランド メンバーの行動ひとつで決ま
ります。一人ひとりが正しい行動をとることで、ニュースキンの素
晴らしさを伝えていきましょう。

ニ ュ ー ス キ ン の ブ ラ ン ド  メ ン バ ー は 、ビ ジ ネ ス を 行 う う え で 、
マ ナ ー と ル ー ル を 守 る 義 務 が あ り ま す 。
あ な た が 良 識 あ る 行 動 を と れ ば 、相 手 に 安 心 感 を 与 え 、あ な た へ の 信
頼 が 生 ま れ る は ず で す 。大 切 な の は 、自 分 本 位 に な ら ず 、常 に 相 手 の
立 場 で 考 え る こ と 。コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン が 一 方 的 に な る と 、ト ラ ブ ル
のリスクが高まります。正しいビジネスをするためのマナーを心がけ、
確 か な 信 頼 関 係 を 築 い て い き ま し ょ う 。

正しいビジネスは、正しいマナーから

誤解を
与えない

正しいビジネスを
行うための
�つのマナー

無理を
させない

迷惑を
かけない

不安に
させない

強引に
ならない
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スポンサリングについて

1 その人はブランド メンバーになれる人ですか？

あと1ヵ月で20歳なら、先に話を聞いたほうが得するよ。

あと1ヵ月で20歳でしょ

POINT 日本でブランド メンバー登録をして、ブランド メンバーになるには、20 歳以上であ
る必要があります。あと1ヵ月で20歳であれば、1ヵ月待ち20歳になってからビジネス
の話をしましょう。なお、学生は、ブランド メンバー登録ができません。このような
登録要件をきちんと確認したうえで、正しくスポンサリングしましょう。

■「ブランド メンバーになるための要件」については、
「ニュースキンへのご案内（概要書面）」内の「ブランド メンバー規約 第 1 章」をご確認ください

日本でブランド メンバーになろうとする場合、20歳に達していなければならないこと、また、20歳に
達していても学生はブランド メンバーになれないことを明記しています。

※ �‌�公務員は、国家公務員法および地方公務員法により、副業を行うことが禁止されています。よって、公務員もブラ
ンド メンバーになることができません。

2 ニュースキンのブランド メンバーであることを
伝えていますか？

久しぶりに会ってゴハンでも食べない？

POINT ｢いきなりビジネスの話をしたいと言ったら、断られるかもしれない」。そのような
心配から、ついニュースキンのブランド メンバーであることを伝え損ねてしまう人が
いるようです。しかし、一緒に食事をすることを楽しみにして来た人が、ビジネスの
話ばかりをされたら、どのように感じるでしょうか。騙されたと思うかもしれません。
このような誤解をなくすため、ビジネスの勧誘をする場合は、勧誘が目的であるこ
とを相手に伝えることが、法律で義務づけられています。目的をきちんと伝えて、お
互いに気持ちよく会いましょう。オンラインでも対面でも、相手と会う際には、必ず
ニュースキンのブランド メンバーであることを伝え、ブランド メンバー用名刺を渡
すなど、オンラインでも確実に連絡が取れる連絡先を伝えてください。

■ 特定商取引法：連鎖販売取引「氏名等の明示」　詳しくは P30 参照

ニュースキンのブランド メンバーであること、ニュースキン ビジネスに勧誘したい旨の話をすることと、
製品と役務の種類を、相手に明確に伝えなければならないと法律に定められています。

ゴハンでも食べようよ

いいね！

相手がブランド メンバーになれる
人かきちんと確認したうえで、

正しくスポンサリングをしましょう。

最初にニュースキンのブランド
メンバーであることを伝え、

ニュースキン ビジネスの話をする
了解を得てから会いましょう。

ちょっと待って

ちょっと待って

正しいビジネスを行うためには

正しいビジネスを行うためには

法 律

規 約
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3 アポが取れた！ さぁ、伝えるぞ！
ちょっと待って、マナーは大丈夫ですか？

もっともっと伝えたいことがあるの。

POINT 製品の素晴らしさやビジネスの魅力について語りたいと思う気持ちが強く、つい熱心
に話し込んでしまい、時間や周囲の様子に気がつかなくなってしまうことがあるよう
です。「カフェやファミリーレストランなどで長時間居座る」「大きな声で話す」な
どは、常識と照らし合わせてもマナー違反です。また、早朝・深夜など不適切な時間
帯に誘ったり、説明を行ったりすることは、法律にも触れる行為と見なされています
（目安として朝8時以前、夜9時以降の勧誘行為は避けましょう）。自分本位にならず
に相手に配慮し、客観的にも適切と見なされる条件の下で、勧誘・契約の話を進めま
しょう。

■ 特定商取引法：	訪問販売「指示等」　詳しくは P29 参照　
	 電話勧誘販売「指示等」　詳しくは P29 参照
	 連鎖販売取引「指示」　詳しくは P33 参照

正当な理由もなく早朝・深夜に勧誘活動をしたり、長時間にわたって製品やビジネスを説明したりす
るなど、相手が迷惑を覚えるような行為は、法律で禁止されています。

4 『ニュースキンへのご案内』を使って説明していますか？

ビジネスについては頭の中に入っているから、
資料がなくても説明できる。

POINT どんなにきちんと説明したつもりでも、相手が自分と同じように理解したとは限りま
せん。説明したはずなのに誤解され、苦情になる場合もあります。トラブルを起こさ
ないために、ビジネスの説明をするときには、法律で定められた「概要書面」を基に
説明することが義務づけられています。ニュースキンの場合は、『ニュースキンへの
ご案内』が、その概要書面に該当します。オンライン上で勧誘する場合も、なるべ
く事前に『ニュースキンへのご案内』を相手に送付し、それを基に説明しましょう。
「概要書面」は契約締結前に相手に交付されていなければならない書類です。契約を
交わすときは、同書面が必ず相手の手元にあるようにしましょう。

■ 特定商取引法：連鎖販売取引「書面の交付」　詳しくは P32 参照

勧誘した人が「契約をしたい」と言ってくれた場合には、契約を締結する前に必ず「概要書面」を渡
さなければならないと、法律で定められています。

説明は自分でできるから、
概要書面はあとで

渡せばいいよね

会う時間帯、声の大きさなどに
配慮して、相手や周囲の人たちの

迷惑にならないように
しましょう。

相手に『ニュースキンへのご案内』を
渡し、ニュースキン ビジネスを

きちんと説明しましょう。オンライン
上で勧誘する際など直接手渡し

できない場合でも、速やかに
送付するようにしましょう。

ちょっと待って ちょっと待って
正しいビジネスを行うためには 正しいビジネスを行うためには

法 律法 律 マナー
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購入契約書（領収書）

Retail
Sales
Agreement

ニュースキンジャパン株式会社

〒���-���� 東京都港区虎ノ門 �-�-� 東京虎ノ門グローバルスクエア�� 階  TEL.��-����-����（代）

お 客 様 各 位

契 約 解 除 通 知 書

クーリング・オフに関するお知らせ

なお、お手元に届いた製品などが破損していたような場合には、直ちに交換いたしますので、担当ブランド メンバーまでご連絡ください。

担当ブランド メンバー名 　 殿

私は、　　　　年　　　　月　　　　日に交わしたニュースキン関連製品購入に関する契約を解除いたし
たく、ここに通知いたします。

　　　　　年　　　月　　　日

氏　名  

現住所  

 TEL　　　　（　　　　　）　　　　　

ニュースキンジャパン株式会社へのお問い合わせ

ニュースキン消費者相談室 ® ����-���-���
Eメール  nsj-consumer@nuskin.com
※月～金 �：��～��：��、土・日・祝 休　

お客様が、訪問販売または電話勧誘販売でお申し込み（契約）された場合、本書面を受領された日を含めて�日間
は、書面（下記参照）または電磁的記録（Eメール等）により無条件でお申し込みの撤回（契約が成立したときは契
約の解除）を行うこと（以下「クーリング・オフ」といいます）ができ、その効力は書面または電磁的記録による通知
を発信したとき（郵便消印日付など）から発生します。ただし、現金取引（契約したその場で製品の引き渡しを受け、
かつ、代金の全額を支払うこと）で、その金額が�,���円未満のときはクーリング・オフはできません。
上記の記載にかかわらず、お客様は、販売者による次のいずれかの妨害行為によりクーリング・オフ期間を経過す
るまでに契約の解除を行わなかった場合、契約の解除を行うことができる旨を記載した書面の受領後�日以内で
あれば書面または電磁的記録により契約を解除することができます。
i） 販売者が契約解除を妨げるため、解除に関する事項につき不実のことを告げることによりお客様が当該告知内
　容が事実であると誤認をした場合、または
ii） お客様が販売者により威迫されたことにより困惑した場合
お客様は、➀損害賠償または違約金の支払いを請求されることはありません。➁すでに引き渡された製品の引き
取りに関する費用の支払い義務はありません。➂すでに代金または対価の一部または全部を支払っている場合
は、速やかにその全額の返還を受け取ることができます。➃製品を使用、もしくは消費して得られた利益に相当す
る金額の支払い義務はありません。
クーリング・オフによる契約の解除を行使したい場合には、下記の契約解除通知書に必要事項を記入のうえ、本
書面の写しを担当ブランド メンバーまでご郵送ください（簡易書留が確実です）。同様の内容を記載したものであ
れば、葉書もしくは封書による書面または電磁的記録でもクーリング・オフを行使することができます。

5 6クーリング・オフ制度についてきちんと説明しましょう ニュースキンが発行した資料を使いましょう

POINT POINTクーリング・オフ制度は、ブランド メンバー契約と製品販売では期間とルールが異な
ります。それぞれの内容については、書面を用いて必ず説明しなければなりません。
※どちらも起算日に注意してください。

ブランド メンバーは、印刷物、Web サイト、ブログ等、いかなる媒体でも会社の
許可なしに独自で広告宣伝を行うことはできません。製品やビジネスの説明の際
には、ニュースキンが発行した最新の資料を使いましょう。

■ 特定商取引法：	訪問販売「契約の申込みの撤回または契約の解除（クーリング・オフ制度）」　
　　	 詳しくは P30 参照
�	 電話勧誘販売「契約の申込みの撤回または契約の解除（クーリング・オフ制度）」　　
	 詳しくは P30 参照
�	 連鎖販売取引「契約の解除（クーリング・オフ制度）」　詳しくは P34 参照

契約の解除を求められた場合、それを拒否したり、クーリング・オフに必要な事項を故意に告げなかっ
たりするのは、違法行為となります。相手の立場になって、迷惑行為と取られないスポンサリングを
するように心がけましょう。

■「�ニュースキンが発行した資料」については、「ニュースキンへのご案内（概要書面）」内の「ブラン
ド メンバー規約 第 3 章」をご確認ください

買ってすぐに製品をキャンセルしたいと言われたが断った。 自分でチラシやプレゼン資料をつくろう！

お客様からの返品や交換の
要請には、ニュースキン独自の

返品方針も併せて伝えましょう。

ニュースキンが制作したチラシ、
資料、公式 Web サイト、

アプリなどを使いましょう。

ちょっと待って ちょっと待って
正しいビジネスを行うためには 正しいビジネスを行うためには

ブランド メンバー申請書

白（�枚目）＝ニュースキンに提出　　青（�枚目）＝ご本人控え 　　　����年�月現在

ボーナスなどの振込先（契約者本人名義または法人名義の口座。貯蓄預金の口座は不可）

自宅：
携帯：

　 法人：

※当社の「Eメール サービス」（情報メールマガジン）を希望される場合は、右枠にチェックしてください。　※希望しない場合でも、当社が重要だと判断したお知らせは、送信させていただきますことをご了承ください。

契約者氏名または法人名（戸籍上の氏名を記入。法人登録の場合は本申請書と合わせて「法人ブランド メンバー申請書」も提出のこと）

契約者　生年月日（法人の場合は法人設立日）

パートナー氏名（パートナー登録する場合は記入すること。法人登録の場合は代表者の氏名を記入。別欄に署名捺印が必要）

契約者の現住所（番地、集合住宅の場合は建物名・部屋番号も記入すること）

Eメール アドレス

パートナー　生年月日（法人の場合は代表者の生年月日）

パートナー署名捺印（法人の場合は代表者の署名捺印）

契約者署名捺印（法人の場合は法人名を記入、法人の印鑑を捺印し、下欄に代表者が署名捺印のこと）

Brand A�liate Agreement- Japan

男

女

男

女

会員番号なし

会員番号あり JA

会員番号（JA番号）の有無（ショッピング メンバーの会員番号がある場合は必ず記入すること） 登録用認証番号

個人

法人

会員区分

@

電話番号

受信を希望する
受信を希望しない

お問い合わせ先
ニュースキンジャパン株式会社
〒���-����
東京都港区虎ノ門�-�-� 東京虎ノ門グローバルスクエア��階
TEL：��-����-����（代）

印

印

会員番号

あなた、もしくはあなたの配偶者は、ニュースキンの会員として
当社と契約していたことがありますか（パートナー登録を含む）

※本欄に関しては、ブランド メンバー規約を参照のこと。

スポンサーの会員番号

スポンサー氏名

以前の会員番号

ブランド メンバー スタートアップ フィー支払方法

※銀行振込の場合は、JAを除いた会員番号を必ず入れてください。

【当社指定のクレジットカード】
・VISA
・Mastercard®
・JCB

クレジット
カード

みずほ銀行　　新宿中央支店　当座�������
三菱UFJ銀行　新宿西支店　　当座�������
三井住友銀行　新宿西口支店　当座�������
ゆうちょ銀行　�����　�　������

銀行振込

【振込先】 

Nu Skin International, Inc., 75 West Center, One Nu Skin Plaza, Provo, Utah 84601 U.S.A. TEL：1-801-345-1000
アメリカ合衆国ユタ州プロボ市ウエストセンター街 �� 番地　ニュースキン インターナショナル社 最高経営責任者 ライアン ナピアスキー

この申請書は、ニュースキン インターナショナル社との間でアメリカ合衆国において締結される「契約」の一部です。契約は、アメリカ合衆国に本社を置くニュースキン 
インターナショナル社によってこの申請書が受理され、また、同社によって実施される審査を通過して初めて効力を発揮します。「契約」は、契約者がブランド メンバー 
スタートアップ フィー（税込�,���円）を支払い、かつブランド メンバー規約に定める手続を行うことを条件として、個人または法人が日本においてブランド メンバー
として活動することを許可するものです。ブランド メンバー規約で定められているとおり、契約成立したブランド メンバーのみが、当社に製品を直接注文すること

（ショッピング メンバーからブランド メンバーへの登録変更の場合を除く）、またビジネス活動（製品を購入し小売販売する、ブランド メンバーおよびショッピング メン
バーになろうとする者を勧誘する、セールス パフォーマンス プランの条件に基づいてボーナスを受け取る）を行うことができます。販売のノルマ等はありません。また、
ブランド メンバーは顧客に対して、製品の販売価格を各々の裁量で自由に設定できます。製品の種類、性質等については概要書面に詳細が記載してあります。契約の
解約については、解約の旨を記載した書面による通知を送付していただければ、随時契約を解約できます。また、解約の通知がニュースキン インターナショナル社に
到達したその日に解約は効力を発揮します。上記の内容および次の事項を十分ご確認のうえ、下記にご記入、署名捺印してください。

本書面を裏面も十分にお読みください。学生および満 �� 歳未満の方は契約できません。

私は、ブランド メンバーになるための唯一の経済的負担がブランド メンバー スタートアップ フィーの
�,��� 円（税込）だけであること、それにはニュースキン／ファーマネックス製品が含まれていないこと、契
約時に製品を購入する必要のないことを理解しています。
私は、本申請書がニュースキン インターナショナル社に承認された後に、ブランド メンバーとして小
売活動ができること、およびブランド メンバー規約に定める所定の手続を完了しない限り、スポンサー
活動を行うことができないことを了解しています。
以下の署名捺印は、私が本申請書の表面、裏面に記されている契約内容、条件など、またニュース
キン個人情報保護方針をすべて熟読し、同意したことを示す、私本人のものです。 私はブランド メン
バー規約およびセールス パフォーマンス プランの内容も読み、十分に理解しました。また、この契約
の締結にあたり、私は満�� 歳以上でなければいけないこと、かつ学生であってはいけないことを了解
しています。
※ニュースキン個人情報保護方針については、ニュースキンジャパン公式 Webサイトで必ずご確認くだ

さい。
必ずご捺印ください

必ずご捺印ください

表 �

私は「ブランド メンバー規約」「セールス パフォーマンス プラン」および
本申請書（この�つの文書が一体となってニュースキン インターナショ
ナル社と契約者との間の契約関係を構成し、規律するものです。以下、
この�つの文書を総称して「契約」といいます）の内容をよく読み、理解
したうえで、これらに従い契約のすべての内容および条件を厳守しま
す。契約の内容および条件に違反する行為を行った場合は、私のブラ
ンド メンバーとしての権利および地位が剥奪されるものであり、また
そのときの状況の下でニュースキン インターナショナル社において合
理的と考える賠償や罰処分を受けることになることをここに認めま
す。また、「ブランド メンバー規約」および「セールス パフォーマンス プ
ラン」も契約の一部であり、これら�つの文書のすべてを併せて契約を
構成するものであることをここに確認します。
私は、このブランド メンバー申請書を提出するにあたり、自分の本人
確認書類をニュースキン インターナショナル社から求められる他の
情報や書類と共に提出することに同意します。
私は、ブランド メンバーを勧誘しようとする場合、そのブランド メン
バー候補者がブランド メンバー スタートアップ フィーの�,���円

（税込）を支払うことにより、ブランド メンバー規約に定める手続の
履行およびニュースキン インターナショナル社による審査・承諾を
条件に、ブランド メンバーになる権利を有すること、ブランド メン
バー スタートアップ フィーおよびビジネス ポートフォリオにはボー
ナスが支払われるべき如何なる要素も含まれないことを全面的に
公開し、説明することに同意します。
私は、明示的にも、黙示的にも、誇大な利益の表示行為や収入の保
証行為を一切行わないことに同意し、プロモーションの資料やビジ
ネス機会の宣伝行為やその他の資料の中において、またセミナーや
会合においても、ブランド メンバー候補者に対し「セールス パフォー
マンス プラン」を説明したり示すにあたり、実物やコピーされたボー
ナスチェック（ボーナスの支払いのための小切手）もしくはその他の
ボーナスに関する証拠を表示したり、陳列したりすることは、一切行
わないことを誓約します。
私は、ニュースキンジャパン株式会社が日本において販売あるいは供
給する製品およびビジネス サポート マテリアル・サービスのみが、日
本で私が購入し、販売もしくは斡旋し得るものであると理解し、そのこ
とに同意します。私は以前に（直接的にも、あるいは間接的にも）、日
本でニュースキン関連会社の製品、サービスあるいは販売促進資料を
輸入したことがないことをここに誓い、今後も輸入しないことを誓約
します。これに反した場合、そのような行為はニュースキンジャパン株
式会社およびニュースキン関連会社に損失を与えるものであると認識
します。ただし、個人使用の場合にはこの限りではありません。
私は、日本の如何なる法律や、あるいは良識あるモラルにも違反せ
ず、その範囲から外れる行為を行わないことをここに誓約します。さ
らに私は、ブランド メンバー候補者（もしくはショッピング メンバー
候補者）への過剰な勧誘行為は、如何なるものであれ行わないこと
を誓約します。また、ブランド メンバー活動を通じて入手したあらゆ
るニュースキン インターナショナル社に専属する情報の秘密をも厳
守することに同意します。
本申請書記載の内容を含む契約はアメリカ合衆国ユタ州所在のア
メリカ合衆国ユタ州法人であるニュースキン インターナショナル社
によりユタ州において受け入れられ、承諾されることが成立の条件
となります。具体的には、アメリカ合衆国ユタ州のニュースキン イン
ターナショナル社より受け入れおよび承諾の通知が契約者にされ
ることにより、契約の受け入 れおよび承諾の意思表示が行 われま
す。ニュースキン インターナショナル社による審査の結果、上記の受
け入れおよび承諾が拒否される場合は、別途通知がなされるもの
とします。
契約者は、ニュースキン インターナショナル社によって承諾された日
より同年の��月��日までの間に、ニュースキンジャパン株式会社か
ら購入した製品を日本で販売し、契約期間内にブランド メンバー候
補者をスポンサーすることができます。契約は契約者かニュースキン 
インターナショナル社のいずれかが契約更改日の�ヵ月前までに相
手方に更新しない旨を書面によって通知しない限り、その翌年の�月
�日に自動的に更新されるものとし、以後も特別な通知がない限り、
同様に継続されます。ただし、契約者がブランド メンバーとして連続
して� �ヵ月 以 上 、ニュースキンのビジネス活 動 を行っていないと
ニュースキン インターナショナル社が判断した場合、契約は、契約者
に事前に通知されることなく自動的に終了するものとします。
私は、ニュースキン インターナショナル社またはニュースキンジャパン
株式会社の社員でも代表取締役などの会社を代表する権限を有す
る者でもないことを認めます。私は独立した事業者であり、法律や規
則によって定められたあらゆる税金に精通し、それを支払うことに同
意します。私は、私のビジネスに協力するものが、契約を厳守するこ
とに対する全責任を負うことを誓約します。

契約者は、下記の内容および条件に同意します。

以下の条項をよくお読みください

１．
１�．

１．

�．

１．

�．

�．

�．

�．

�．

�．

�．

�．

�．

私は、現在および過去において、反社会的勢力等（独立行政法人中
小企業基盤整備機構反社会的勢力対応規程第�条において定義さ
れる暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなったときから�年を経過し
ない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動等標
ぼうゴロ、特殊知能暴力集団、その他これらに準ずる者）との関係を
有していないことを保証し、かつ、将来においても関係を有しないこ
とを誓約します。これに違反したことから生じた、ニュースキン イン
ターナショナル社およびニュースキンジャパン株式会社に生じた一
切の損害の責任は私にあることに同意し、損害が生じた場合の賠償
責任を負うことを誓約します。

ニュースキン インターナショナル社は契約に定められた内容および
条件に基づき、ブランド メンバーに有益で高品質な製品およびビジ
ネス サポート マテリアル・サービスを供給することに同意します。
ニュースキン インターナショナル社は契約に定められた内容および
条件に基づき、ブランド メンバーに帰属するべきボーナスについて
は、それを速やかに、日本においてはニュースキンジャパン株式会社
を通じて支払うことを確約します。ただし、�,���円（税抜）未満の
ボーナスについては、ボーナスの累計金額が�,���円（税抜）以上に
なった時点で支払い対象となります。

このブランド メンバー申請書の他に日本において、または、日本での
ブランド メンバー活動のために締結された如何なる契約ないし約定
も、当該契約ないし約定の勧誘者が契約者のスポンサーまたはアッ
プラインとなることを義務づけるものではありません。本ブランド メ
ンバー申請書の承認前に取り決められた、または締結されたすべて
の契約および約定はその効力を失い、拘束力および法的強制力もあ
りません。しかしながら、このブランド メンバー申請書は、ニュースキ
ン ビジネスのために正式にオープンされた国における、すでに存在
するブランド メンバー申請書を無効とするものではありません。

ニュースキン インターナショナル社は下記の事柄に同意します。

その他の条項

契約者のクーリング・オフについて
A）契約者は、次のどちらか遅い方を起算日として�� 日以内で

あれば、理由の如何を問わず書面または電磁的記録（Eメー
ル等）により契約を解除することができます：

　　i）契約情報案内パケット（特定商取引法上の契約内容を明
　　　らかにする書面）を受領した日、または、
　　ii）ビジネス ポートフォリオの引渡し、あるいはブランド メン
　　　バー申請書の提出（オンライン サインアップを含む）後に、
　　　製品またはビジネス サポート マテリアル・サービスの購入・
　　　受取が最初に行われた日
B）Aの記載にかかわらず、契約者は、勧誘者による次のいずれ

かの妨害行為によりA に定める期間を経過するまでに契約の
解除を行わなかった場合、契約の解除を行うことができる旨
を記載した書面を受領し、説明を受けた後��日以内であれば
書面または電磁的記録により契約を解除することができます：

　　i）勧誘者が契約解除を妨げるため、解除に関する事項につ
　　　 き不実のことを告げることにより契約者が当該告知内容が
　　　 事実であると誤認をした場合、または
　　ii）契約者が勧誘者により威迫されたことにより困惑した場
　　　 合
C） A または B の解除において、契約者が支払った金額のすべて
　　と、消費税が支払われた場合はその消費税分を付加して契
　　約者に速やかに返金するものとします。
D） A または B の解除の場合、ビジネス ポートフォリオ、製品お
　　よび（または）ビジネス サポート マテリアル・サービスの返
　　送費用はニュースキン社が負担します。
E） A または B の解除の場合、ニュースキン社が損害金や違約金
　　を請求することはありません。
F） A または B の解除は、契約の解除を行う旨を記載した書面ま

たは電磁的記録による通知を契約者が発信したときに効力
が生じます。

ニュースキン個人情報保護方針については、
ニュースキンジャパン公式 Webサイトで必ずご確認ください。

本申請書と一体となっている「ブランド メンバー規約」および
「セールス パフォーマンス プラン」も併せてよくお読みください。

申請書などの返却はいたしかねますので、ご了承ください。

規 約法 律
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8 だれでもすぐに収入が得られるような
説明をしていませんか？

POINT ニュースキン ビジネスの収入は、製品を小売することや、自分が築き上げたグルー
プの製品流通量に応じて得られるものです。よって、収入が必ず保証されるものでは
ありませんし、だれでも簡単に収入が得られるものでもありません。
また、ビジネス活動をするには交通費などの経費もかかります。収入について
は、「セールス パフォーマンス プラン」を基に説明し、必ず経費がかかること、
一定の収入が約束されたものではないことも説明しましょう。

■ 特定商取引法：連鎖販売取引「禁止行為」　詳しくは P31 参照
■「ブランド メンバーの責任」や、「セールス パフォーマンス プラン」については、「ニュースキンへの

ご案内（概要書面）」内の「ブランド メンバー規約」「セールス パフォーマンス プラン（報酬制度）」
をご確認ください

法律では、「毎月高額な収入が必ず得られる」など、事実ではないことを話して勧誘してはならない
と定められています。また、ブランド メンバー規約で、ブランド メンバーは、自己の支出に対し
責任を負うことと、一定の収入や何らかの利益が保証されるものではないことが明記されています。

すぐに儲かって、生涯ずっと7 桁の収入が入ってくるよ。

ニュースキン ビジネスの収入は、
活動の結果により得られることを

伝えましょう。

1ヵ月の収入が
7桁だよ

先に製品だけ送って、
購入契約書はあとでいいか

ちょっと待って
正しいビジネスを行うためには

7 購入契約書を発行していますか？

POINT 契約を交わす際は、必要な書類を交付すると共に、クーリング・オフや返品制度につ
いて説明する義務があります。
電子決済（PayPay、LINE Pay等）で製品代金やセミナー参加費を徴収した場合でも、
書面の「購入契約書（領収書）」を渡す必要があります。オンライン（Zoomやダイレ
クト メッセージ等）でやり取りする際はご注意ください。

■ 特定商取引法：訪問販売「書面の交付」　詳しくは P28 参照
　　　　　　　電話勧誘販売「書面の交付」　詳しくは P28 参照

すぐに使って欲しいから急いで製品だけ渡した（送った）。

ブランド メンバーが小売顧客に
製品を販売する際には、

「購入契約書（領収書）」を
小売顧客に交付しなければ

なりません。

ちょっと待って
正しいビジネスを行うためには

規 約法 律 法 律
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9 化粧品や健康食品について、
誇大な説明をしていませんか？

ニュースキン製品を使用してガンが治った人がいる。

POINT ファーマネックス製品は、医薬品ではなく、栄養補助食品です。医薬品と同じよ
うな表現（「病気を治す」「病気を予防する」など）を使用することは、医薬品
医療機器等法・健康増進法・景品表示法に抵触するだけでなく、特定商取引法の
禁止行為にも抵触します。

■ 特定商取引法：	訪問販売「禁止行為」　詳しくは P29 参照
	 電話勧誘販売「禁止行為」　詳しくは P29 参照
	 連鎖販売取引「禁止行為」　詳しくは P31 参照
■ 医薬品医療機器等法：誇大広告等　詳しくは P36 参照
■ 健康増進法：誇大表示の禁止　詳しくは P40 参照
■ ガイドライン留意事項：�事実に相違すること又は誤認させることが明らかであると判断できる表示　

詳しくは P40 参照
■ 不当景品類及び不当表示防止法：不当な表示の禁止　詳しくは P41 参照

何らかの病気を患っている人に対し、あたかも病院の治療を受けなくてもいいかのような誤解を与え
ることは、法律で禁止されています。また、栄養補助食品であるにもかかわらず、病気の治療や予
防に主眼をおいた説明やセールストークを行うと、「無承認無許可の医薬品」と見なされます。さ
らに、このような行為は、特定商取引法第 34 条（P31 参照）にも関連し、「商品の不実告知」とい
う違法行為となります。

■ 特定商取引法：	訪問販売「禁止行為」　詳しくは P29 参照
	 電話勧誘販売「禁止行為」　詳しくは P29 参照
	 連鎖販売取引「禁止行為」　詳しくは P31 参照
■ 「ブランド メンバーの遵守事項」については、　
　 「ニュースキンへのご案内（概要書面）」内の「ブランド メンバー規約 第 2 章」をご確認ください

製品購入代金の融資の紹介、斡旋を行わないよう明記されています。

医薬品ではなく、健康維持を目的
とする、栄養補助食品であることを
伝えましょう。特定の病気や症状が
治るという説明をしたり、SNSへの
投稿（動画やイラスト等を含む）を

したりしないようにしましょう。

ちょっと待って
正しいビジネスを行うためには

相手にご購入の余裕ができた
ときに、ご連絡をいただくように
しましょう。また、製品の返品や

解約を引き留めることは
やめましょう。

ちょっと待って
正しいビジネスを行うためには

10 必要以上に製品の購入をすすめていませんか？

いっぱいすすめて全部買ってもらおう。

POINT ニュースキン ビジネスは、自己資本の範囲で堅実に行うべきビジネスです。自己資
本のない人に借金をさせて購入をすすめることは、ブランド メンバー規約で禁じら
れていますが、ブランド メンバー自身が借金することもおすすめしておりません。
無理のない範囲で製品を購入してくださるお客様やダウンラインを増やし、確実に
製品が流通するよう安定したグループを構築しましょう。

そこで借りれば
問題ないよ

全部解約
したいんですけど

今更そんなことを
言われても困る

これでガンが
治った人がいるのよ

法 律 法 律
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11 「もう少し考えてから……」と言う人を、
無理に引き止めていませんか？

大丈夫、サポートするから、今日ここで決めようよ。

POINT 一緒にニュースキン ビジネスをしたいという気持ちが強ければ強いほど、ついつい
熱のこもった説明をしてしまうことがあるのではないでしょうか。相手が明確に断
らなくても、時計をチラチラ見たり、「夕飯の支度がある」と言い出したり、困った
表情をしている場合は、相手の気持ちを察して、話を続けることは止めましょう。ま
た、明確に断った人を再度勧誘することは法律（再勧誘の禁止）で禁じられていま
す。話を聞いてくれたお礼を述べ、次に会う機会をつくってもらえるように、気持ち
よく話を終えることが大切です。

■ 特定商取引法：	訪問販売「再勧誘の禁止」「禁止行為」「指示等」　詳しくは P28、29 参照
	 電話勧誘販売「再勧誘の禁止」「禁止行為」「指示等」　詳しくは P28、29 参照
	 連鎖販売取引「禁止行為」「指示」　詳しくは P31、33 参照

契約をさせるためにサインを強要したり、相手をひどく困惑させたりしてはいけないと法律に定めら
れています。 

帰りたいなあ

12 パーソナルケア製品の説明は、
医薬品医療機器等法で定められた範囲で表現していますか？

ニュースキン製品を使ったら、シワがなくなったの！

POINT

■ 特定商取引法：	訪問販売「禁止行為」　詳しくは P29 参照
	 電話勧誘販売「禁止行為」　詳しくは P29 参照
	 連鎖販売取引「禁止行為」　詳しくは P31 参照
■ 医薬品医療機器等法：誇大広告等　詳しくは P36 参照
■ 医薬品等適正広告基準：化粧品の効能の範囲　詳しくは P38 参照
　　　　　　　　　　　　 �効能効果等又は安全性についての最大級の表現又はこれに類する表現の禁止　

詳しくは P39 参照
■ 健康増進法：誇大表示の禁止　詳しくは P40 参照
■ 不当景品類及び不当表示防止法：不当な表示の禁止　詳しくは P41 参照

化粧品の説明をする際に、人に話すことができる効能の範囲は決まっています。それ以外の表現を使
用することはできません。さらに、「最高にうるおう」などの最大級の表現も禁止されています。なお、
最上級の表現は、栄養補助食品の場合でも禁止されています（P22 参照）。
※ 「医薬品医療機器等法の施行について」とは、医薬品、医薬部外品、化粧品等の効能の範囲を定めた、厚生労
働省が出した通達のこと。
※ 「医薬品等適正広告基準」とは、医薬品医療機器等法第 66 条第 1 項の解釈や広告の適正をはかるために遵守
すべき事項を内容とした、厚生労働省が示した基準のこと。

「もう一度考えてから結論を
出したい」「今すぐに決められ
ない」と話す相手には無理に

その場で決めず、相手が納得して
決められるよう配慮しましょう。

ちょっと待って
正しいビジネスを行うためには

法律に則った表現で、
製品の特徴を

相手に伝えましょう。

ちょっと待って
正しいビジネスを行うためには

今日決めようよ！

シワが
なくなったのよ

パーソナルケア製品の説明は、医薬品医療機器等法で定められた「化粧品の効能の範
囲」以外の表現を使用することはできません。ニュースキン製品のよさを伝えたいため
に、つい上記のように「シワがなくなったの」などと、言いたくなることがあるかもし
れませんが、P38の「化粧品の効能の範囲」をよく確認して、その範囲内の表現のみ使
用するようにしましょう。また、「最高にうるおう」といった最大級の表現は、相手が、
もっとも効果の表れる製品であると受け取り、虚偽誇大になる可能性があるため使用
してはいけません。

法 律 法 律
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13 特定の体質や症状に対し、その改善に役立ち安全であるかの
ように、SNSに投稿したり話したりしていませんか？

ニュースキン製品なら、どんな肌質の人にも合うわよ。

POINT

■ 特定商取引法：	訪問販売「禁止行為」　詳しくは P29 参照
	 電話勧誘販売「禁止行為」　詳しくは P29 参照
	 連鎖販売取引「禁止行為」　詳しくは P31 参照
■ 医薬品医療機器等法：誇大広告等　詳しくは P36 参照
■ 医薬品等適正広告基準：効能効果等又は安全性を保証する表現の禁止　詳しくは P39 参照
■ 健康増進法：誇大表示の禁止　詳しくは P40 参照
■ 不当景品類及び不当表示防止法：不当な表示の禁止　詳しくは P41 参照

個人の実感でしかないのに、だれでも確実に効能効果が得られるかのような、誤解を招く表現を使
用することは禁止されています。

14 製品に痩身効果があると説明していませんか？

ニュースキン製品を飲むと、痩せるよ。

POINT

■ 特定商取引法：	訪問販売「禁止行為」　詳しくは P29 参照
	 電話勧誘販売「禁止行為」　詳しくは P29 参照
	 連鎖販売取引「禁止行為」　詳しくは P31 参照
■ 医薬品医療機器等法：誇大広告等　詳しくは P36 参照

医薬品的な効能効果の標ぼうの禁止「疾病の治療又は予防を目的とする効能
効果の表現」　詳しくは P37 参照

■ 健康増進法：誇大表示の禁止　詳しくは P40 参照
■ 不当景品類及び不当表示防止法：不当な表示の禁止　詳しくは P41 参照

成分が医薬品に該当しないものでも、説明で医薬品的な効能効果を伝えると、その製品は医薬品と
して見なされるため、表現には最大限の注意をはらわなければなりません。

肌が弱いなど使用に不安がある
人には、事前のパッチテストや
皮膚科医等への相談をおすすめ

してください。相手に十分
配慮することを心がけましょう。

ちょっと待って
正しいビジネスを行うためには

大丈夫、どんな人の
肌荒れにもよいのよ

これを飲むと痩せるよ

摂れば痩せるかのようにSNSに
投稿したり、話したりするのでは

なく、補助的食品であることを
伝えましょう。

ちょっと待って
正しいビジネスを行うためには

具体的な効能効果を述べて、だれでも確実に成果を得られるかのような、誤解を招く
表現を、SNSへの投稿やセールストークで使用してはいけません。また、だれが使用
しても安全であるかのように受け取れる表現も禁止されています。個人差があるとい
うことを、明確に相手に伝えるようにしてください。実感したことを話すときも自分
の体験談として話すことは避け、使用感のみを、過度な表現にならないようにして伝
えましょう。

「痩せる」という表現やビフォー＆アフターの写真等を、SNSへの投稿やセールス
トークで使用することはできません。また体験談、伝聞、他者の表現を通じて、効果
がある可能性を表示することもできないので、気を付けましょう。

法 律 法 律
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15 効能効果があるという誤った認識で、
病気の方に製品をすすめていませんか？

POINT

■ �‌�特定商取引法：	訪問販売「禁止行為」　詳しくは P29 参照
	 電話勧誘販売「禁止行為」　詳しくは P29 参照
	 連鎖販売取引「禁止行為」　詳しくは P31 参照
■ �‌�医薬品医療機器等法：誇大広告等　詳しくは P36 参照

医薬品的な効能効果の標ぼうの禁止「身体の組織機能の一般的増強、増進
を主たる目的とする効能効果の表現」「疾病等による栄養素の欠乏時等に使
用することを特定した表現」　詳しくは P37 参照

■ �‌�健康増進法：誇大表示の禁止　詳しくは P40 参照
■ �‌�不当景品類及び不当表示防止法：不当な表示の禁止　詳しくは P41 参照

「体力増強」という言葉は、身体の組織機能の一般的増強・増進をさせるという効能効果の表現であり、
「病中病後の体力低下時」という言葉は、病気によって栄養成分が欠乏した際に摂取することを特

定した表現であるため、いずれも、医薬品医療機器等法に抵触します。

これで元気になるよ

ニュースキン製品は体力増強、病中病後の
体力低下時の栄養補給ができます。

16 からだの組織機能に作用するような
話をしていませんか？

POINT

■ 特定商取引法：	訪問販売「禁止行為」　詳しくは P29 参照
	 電話勧誘販売「禁止行為」　詳しくは P29 参照
	 連鎖販売取引「禁止行為」　詳しくは P31 参照
■ 医薬品医療機器等法：誇大広告等　詳しくは P36 参照

医薬品的な効能効果の標ぼうの禁止「身体の組織機能の一般的増強、増進
を主たる目的とする効能効果の表現」　詳しくは P37 参照

■ 健康増進法：誇大表示の禁止　詳しくは P40 参照
■ 不当景品類及び不当表示防止法：不当な表示の禁止　詳しくは P41 参照

栄養補助食品であるにもかかわらず、身体の組織機能を高めるような表現をすると、医薬品と同様
の効能効果をもつ製品と見なされます。

これでよくなるわよ

ニュースキン製品は、免疫機能を高めて、
風邪を治してくれるのよ。

ファーマネックス製品は、健康な
成人を対象に開発された製品です。

特定の病気や症状が治るという
説明をしたり、SNSへの投稿

（動画やイラスト等を含む）を
したりしないようにしましょう。

ちょっと待って
正しいビジネスを行うためには

「免疫機能を高める」のではなく、
「からだ全体に働きかける」ことを

伝えましょう。

ちょっと待って
正しいビジネスを行うためには

栄養補助食品は、あくまでも栄養成分を補給するものであり、病気の方にすすめるも
のではありません。それにもかかわらず、あたかもからだの機能や構造に影響を及ぼ
すかのような表現をすると、医薬品と判断されてしまいます。また、つい言ってしま
いがちな、「疲労回復」「食欲増進」「老化防止」などの表現は、医薬品医療機器等
法では禁止されています。不適切な表現を用いて製品をすすめる行為は、病気の方
が適切な医療機会を逸してしまうことにもつながり、健康増進法の違反となります。

栄養補助食品が、医薬品のように「免疫機能を高める」ことはありません。製品のよ
さを伝えるために言ったとしても、相手が誤認するような表現は、SNS上でも禁止さ
れています。また、「内臓脂肪を燃やす」「活性酸素の除去」といった表現も禁止さ
れています。つい使ってしまいそうな言葉なので、気を付けましょう。

法 律 法 律
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17 最上級の表現を使用していませんか？

POINT 健康維持や健康増進といった効果は、皆がまったく同じように得られるものではあり
ません。栄養補助食品の効果を左右する、健康状態や生活習慣など多くの要因が、
人によって異なるからです。そのため、独自の判断でファーマネックスの製品が最高
であるといった誇大な表現を、ソーシャル メディア（SNS）をはじめ、あらゆる媒体に
おいて、表示することは禁止されています。ほかにも、「最高のダイエット食品」「最
高級」「抜群」「世界一」「医薬品を超える脅威の栄養補助食品！」といった、優秀性
について著しく誤認させる表現も使用できません。

■ 特定商取引法：	訪問販売「禁止行為」　詳しくは P29 参照
	 電話勧誘販売「禁止行為」　詳しくは P29 参照
	 連鎖販売取引「禁止行為」　詳しくは P31 参照
■ 医薬品医療機器等法：誇大広告等　詳しくは P36 参照
■ 健康増進法：誇大表示の禁止　詳しくは P40 参照
■ 不当景品類及び不当表示防止法：不当な表示の禁止　詳しくは P41 参照

食品として販売する物は、広告そのほかの表示をするとき、品質、規格等の内容について、著しく人
を誤認させてはいけないと、法律で定められています。なお、最上級の表現は、化粧品の場合でも
禁止されています（P17 参照）。

ファーマネックスの製品は最高だって投稿しておこう！

18 ソーシャル メディアやWebサイトを
正しく使っていますか？

POINT ニュースキン ビジネスのためにソーシャル メディアを利用する際や、ビジネスや製品
について投稿する際は、事前に最新版のソーシャル メディア ガイドラインをよく読
み、ルールを遵守したビジネス活動を行ってください。

■�‌� 「ソーシャル メディア ガイドライン」については、公式 Webサイト内「オフィス」をご覧ください
■�‌� ニュースキン ビジネスでソーシャル メディアを活用するには、利用するアカウントをニュースキン 

ジャパンに申請する必要があります
下記の URL から、アカウント申請を行いましょう（所要時間 5 分程度）
※アカウント名を変更した場合は、必ず再申請してください。

■�‌� 特定商取引法：電話勧誘販売「氏名等の明示」「書面の交付」　詳しくは P28 参照
連鎖販売取引「氏名等の明示」「書面の交付」　詳しくは P30、32 参照

ソーシャル メディア（SNS）で、ビジネスへの
参加を募ってみよう！

見た人が誤解するような表現は
避け、表現できる範囲で製品の

よさを正確に伝えましょう。

他者（個人・団体・企業）のInstagram等の
ソーシャル メディアやWebサイトに相手の承諾なく
ビジネスを目的としたダイレクト メールを送信した

り、出会い系アプリやマッチング サイトで
製品販売やスポンサリング等の勧誘を

行ったりすることはできません。

ちょっと待って ちょっと待って
正しいビジネスを行うためには 正しいビジネスを行うためには

稼げるビジネスがあるよ

一緒にやろうよ！

法 律 法 律
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19

20

ビジネス活動において送信するEメールや
メッセージについて

個人情報保護法の説明

電子広告メールに関する「オプトイン規制（事前に承諾を得ていない広告メールを送信することを
禁止する規制）」では、「ブランド メンバーが、ビジネス活動において送信するEメールやメッセー
ジ」（以下、広告メール）も対象となっています。これに違反した場合、業務改善命令や業務停止
命令、刑事罰などの罰則が科せられます。そのため、以下のことを遵守するようにしてください。

◆広告メールを送信する場合
あらかじめ請求があった場合、もしくは事前に「広告メールの受信を承諾するか否か」を確認
し、相手の方から「承諾」の返事を受け取った場合のみ、その後も広告メールを送信することが
できます。
※ �ニュースキン ビジネスや製品に関する情報が記載されたメールは、すべてオプトイン規制の対象となります。

例）ミーティングの連絡、新製品の紹介など
※ ブランド メンバーであるか否かにかかわらず、すべての人から、事前に承諾を得る必要があります。

例） ポイント照会（V&G）に表示されているダウンラインの方など
※ 一度 承諾を得れば、その後、広告メールを送信する度に、承諾を得る必要はありません。
※ �‌�一度 承諾を得ても、「後日、承諾を取りやめる旨の申し出があった場合」や「相手がブランド メンバーをやめた場

合」には、速やかに広告メールの送信を中止してください。
※ 以下の場合は、広告メールを送信できません。

相手がブランド メンバーもしくはショッピング メンバーで、ポイント照会（V&G）内「グループ」ページの氏名欄に、
「Eメール アドレスを含む個人情報の公開を承認しない」というプライバシー保護のための「P」マーク表示が

ある場合。

◆承諾を得た場合、その記録を保管すること
「承諾を得た日にち」「承諾された広告メールの内容」がわかる書面もしくはEメールやメッ

セージを、最後の広告メールの送信から3年間保管する必要があります。

ニュースキン ビジネスでは、スポンサリングなどで個人情報を伺う機会が多くあります。その際に
注意していただきたいのが、個人情報の取り扱いについてです。個人情報保護法に則り、以下のこ
とを遵守してください。

・�個人情報の取得および利用目的は、適切な顧客管理や、ニュースキンご登録後のサポートのため
であることを相手の方にお伝えすること。

・ �‌�ニュースキン ビジネス以外で、個人情報を利用したり、ご本人の同意なく第三者へ提供したりし
ないこと。

・いただいた個人情報を紛失することのないよう、管理すること。

■ 個人情報保護法に関する概要：詳しくはP41以降を参照

あなたの声は届いていますか？

責任ある行動とトークを身につけるためには、まず、相手の声に耳を傾けなければなり
ません。思いもよらないところにビジネスのリスクは潜んでいます。どのような場面で
問題が起きやすいのか、しっかりと把握しておきましょう。

C O L U M N
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問題性ありの項目：複数選択

公益社団法人 日本訪問販売協会 令和�年��月発行「����年度 訪問販売ホットライン受付概要」より

相談受付総件数���件のうち 問題性あり��件の項目別順位
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栄養補助食品（健康食品）と医薬品医療機器等法

口から摂取するものは、「医薬品（医薬部外品を含む）」と「食品」に大別され、さら
に食品は、「保健機能食品」と「一般食品」に分類されます。栄養補助食品が属するの
が、この「一般食品」。つまり、制度上、栄養補助食品は、野菜や穀類などと同等に見
られているということです。だからこそ、栄養補助食品は、効能効果を前面に出すため
に開発されている医薬品とは大きな違いがあるといえるでしょう。

例えば、栄養補助食品は、1日目安量は記載されているものの、用法用量（飲む期間、間
隔、量など）を特定することはできません。また、医薬品を連想させる「服用」という言
葉を使うこともできず、「食べる」「摂取する」「摂る」といった言葉を使わなければな
りません。もちろん、しばしば漢方で使われる「好転反応」「めんけん反応」が、食品
によって引き起こされることもないため、「一時的に体調が悪くなっても、飲み続けれ
ばよくなる」といったすすめ方は、法律に抵触することになります。もし、ファーマネッ
クス製品を摂取したことによって、使用者の体調に変化が表れたら、「すぐに摂取を中
止すること」と「医師に相談すること」をおすすめしてください。
では、食品だからといって、「食べ物に含まれる成分の働き」を伝えればいいのかとい
うと、ここでも問題が生じてきます。

緑茶に含まれる成分のカテキンを例にとって考えてみましょう。カテキンは、血中のコ
レステロール値を下げる働きやガンを予防する効果があると考えられています。
しかし、カテキンを含む栄養補助食品の予防効果を説明した場合、医薬品もしくは、医
薬品と同等の効果があると相手に誤解を与える可能性があります。そしてこの行為は、
｢医薬品的な効能効果を説明しながら栄養補助食品をすすめた」つまり、「無承認無許
可の医薬品を販売した」として医薬品医療機器等法に違反することになってしまうので
す。そのため、食べ物がもっている効能効果を利用して製品をすすめることも難しいわ
けです。

以上のことをよく確認し、正しいスポンサリングの知識を身につけるようにしましょう。

C O L U M N

法律について

ニュースキン ビジネスは、ブランド メンバーが正しくビジネスを行うことで成り立ち
ます。そのためには、これから紹介していく多くの規制を必ず守らなければなりま
せん。これらに違反すると、ブランド メンバーが罰則の対象になるだけでなく、ニュー
スキンジャパン自体も処分の対象になります。うっかり法律違反をしないように以下
の内容を踏まえて、ニュースキン ビジネスをさらに発展させてください。

1　特定商取引に関する法律（以下、特定商取引法）の概要

特定商取引法とは、訪問販売や電話勧誘販売など消費者トラブルを生じやすい特
定の取引類型を対象に、トラブル防止のルールを定め、事業者による不公正な勧
誘行為等を取り締まることにより、消費者取引の公正を確保するための法律です。

ニュースキン ビジネスと特定商取引法

ニュースキン ビジネスを行うにあたり、特定商取引法の対象となる取引類型には
以下の 3 つがあります。

Ⅰ 訪問販売
　＜訪問販売の定義＞

お客様の家を訪ね、製品の説明をし、購入の申し込みを受けたり、その場で販
売する取引のこと。

Ⅱ 電話勧誘販売
　＜電話勧誘販売の定義＞

電話をかけ、通話内で製品の説明をし、契約の申し込みを受けて製品を販売
する取引のこと。Zoom や LINE電話などのオンライン通話なども対象になる。

Ⅲ 連鎖販売取引
　＜連鎖販売業の定義＞

製品を購入し、それを再販することで特定利益が得られるビジネスであると説
明して勧誘し、特定負担を伴う商品の販売に係る取引をすること。

そして、さらにこの取引のなかに細分化された規制があり、ニュースキン ビジネス
に特に深くかかわってくるものが以下の 5 つの規制です。
i 	 氏名等の明示
ii 	 禁止行為
iii 	広告の表示（法定表示）
iv	 書面の交付
v	 契約の解除（クーリング・オフ制度）

では、それぞれの取引類型に応じた規制を具体的に見ていきましょう。
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第 3 条、第 16 条　事業者の氏名等の明示
事業者は、訪問販売および電話勧誘販売を行うときは、勧誘に先立って、消費者に対して、次の事
項を告げなければなりません。
① 事業者の名称
② 契約の締結について勧誘をする目的である旨
③ 販売しようとする商品（権利、役務）の種類

第 3 条の 2、第 17 条　再勧誘の禁止
事業者が、訪問販売および電話勧誘販売をしようとするときは、
① お客様が当該勧誘を受ける意思があるかどうかを確認（努力規定）、
② �‌�そのお客様が「契約締結をしない旨の意思」を表示した場合は、その後の「当該」契約につい

ての勧誘の継続や再来訪による勧誘はしてはならないことになります。

第 4 条、第 5 条、第 18 条、第 19 条　書面の交付
事業者は、契約の申し込みを受けたときや契約を締結したときは、以下の事項を記載した書面を申
し込み者に渡し、その申し込み者に書面の内容を十分に読ませなければならないことになっています。
① �‌�販売価格（役務の対価）
② �‌�代金（対価）の支払時期、方法
③ �‌�商品の引渡時期（権利の移転時期、役務の提供時期）
④ �‌�契約の申し込みの撤回（契約の解除）に関する事項
⑤ �‌�事業者の名称、住所、電話番号、法人にあっては代表者の氏名
⑥ �‌�契約の締結を担当した者の氏名
⑦ �‌�契約の申し込みと締結の年月日
⑧ �‌�商品名、商品の商標または製造業者名
⑨ �‌�商品の型式または種類（権利、役務の種類）
⑩ �‌�商品の数量
⑪ �‌�商品に隠れた瑕

か

疵
し

がある場合の販売業者の責任についての定めがあるときは、その内容
⑫ �‌�契約の解除に関する定めがあるときは、その内容
⑬ �‌�そのほか特約があるときは、その内容

特定商取引法の説明 その 1

訪問販売・電話勧誘販売の場合

MEMO

自分はニュースキンのブランド メンバーであること、ニュースキンの製品を購入してもらうた
めの話であること、具体的にどういった製品を扱っているのかを、きちんと説明しなければ
なりません。

MEMO

相手に、「今は忙しい」といったような、はっきりとしたお断りの意思表示がなかったとしても、
相手の表情や態度などをくみとるよう心がけましょう。

第 6 条、第 21 条　禁止行為
訪問販売および電話勧誘販売においては、以下の不当な行為を禁止しております。
① �‌�売買契約等の締結について勧誘を行う際、または申し込みの撤回（契約の解除）を妨げるために、

重要事項について事実と違うことを告げること
② �‌�売買契約等の締結について勧誘を行う際、または申し込みの撤回（契約の解除）を妨げるために、

故意に事実を告げないこと
③ �‌�売買契約等の締結について勧誘を行う際、または申し込みの撤回（契約の解除）を妨げるために、

威迫して困惑させること
また、訪問販売においては、以下も禁止されています。
④ �‌�勧誘目的を告げない誘引方法（いわゆるキャッチセールスやアポイントメントセールスと同様の方

法）により誘引した消費者に対して、公衆の出入りしない場所で、売買契約等の締結について勧
誘を行うこと

MEMO

ニュースキンの製品をすすめる際に、あまりに熱心になりすぎて、上記のようなことをしてし
まう場合があるようですが、これらはすべて違法行為です。

第 7 条、第 22 条　指示等
主務大臣は、販売業者又は役務提供事業者が第 3 条から第 6 条までの規定に違反し、又は次に掲
げる行為をした場合において、訪問販売および電話勧誘販売に係る取引の公正及び購入者又は役
務の提供を受ける者の利益が害されるおそれがあると認めるときは、その販売業者又は役務提供事
業者に対し、当該違反又は当該行為の是正のための措置、購入者又は役務の提供を受ける者の利
益の保護を図るための措置その他の必要な措置をとるべきことを指示することができる。
一　 ‌��訪問販売および電話勧誘販売に係る売買契約若しくは役務提供契約に基づく債務又は訪問販

売および電話勧誘販売に係る売買契約若しくは役務提供契約の解除によって生ずる債務の全
部又は一部の履行を拒否し、又は不当に遅延させること。

二　 ‌��訪問販売および電話勧誘販売に係る売買契約又は役務提供契約の締結について勧誘をするに
際し、当該売買契約又は当該役務提供契約に関する事項であって、顧客の判断に影響を及ぼ
すこととなる重要なもの（特商法第 6 条第 1 項第 1 号から第 5 号、第 21 条第 1 項第 1 号から
第 5 号までに掲げるものを除く）につき、故意に事実を告げないこと。

三　 ‌��前 2 号に掲げるもののほか、訪問販売および電話勧誘販売に関する行為であって、訪問販売
および電話勧誘販売に係る取引の公正及び購入者又は役務の提供を受ける者の利益を害する
おそれがあるものとして経済産業省令で定めるもの。

※上記に掲出されている条項は、本テキストには記載されていないものも含んでいます。

MEMO

ニュースキンの製品を販売した際には、上記の事項を反映し作成しているニュースキンの「購
入契約書（領収書）」を、相手に渡さなければなりません。
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MEMO

契約の解除を求められた場合、それを拒否したり、クーリング・オフに必要な事項を故意に
告げないのは、違法行為となります。相手の立場になって、迷惑行為と取られないスポンサ
リングをするように心がけましょう。

第 9 条、第 24 条　契約の申込みの撤回または契約の解除（クーリング・オフ制度）
訪問販売および電話勧誘販売に際し、消費者が契約を申し込んだり、契約をした場合でも、前出
の第 4 条、第 5 条、第 18 条、第 19 条の書面を受け取った日を起算日として 8 日間以内であれば、
消費者は事業者に対して、書面または電磁的記録（Eメール等）により申込みの撤回や契約の解除

（クーリング・オフ）をすることができます。

MEMO

クーリング・オフに関しては、ニュースキンの独自の規約を適用とするため、「ニュースキン
へのご案内（概要書面）」内の「ブランド メンバー規約」をご確認のうえ、それを確実に遵
守するようにしてください。

第 9 条の 2、第 24 条の 2　通常、必要とされる分量を著しく超える商品等の契約の解除（過量販売）
訪問販売および電話勧誘販売で契約した商品等の量が、通常必要とされる量を著しく超えている場
合、その契約から 1 年以内に限り、当該契約の解除等を申し出ることができます。

MEMO

正当な理由なく、過量に製品を販売することは不適切な行為となるため、相手の状況に応
じた製品販売を行うようにしましょう。なお、本規定は、事業者の販売方法によっては、行
政処分（法第 7 条 指示等および第 8 条 業務停止命令）の対象行為にも該当します。

第 33 条の 2　氏名等の明示
統括者（連鎖販売業を実質的に掌握している者）、勧誘者（統括者が勧誘を行わせる者）または一
般連鎖販売業者（統括者または勧誘者以外の連鎖販売業を行う者）は、連鎖販売取引を行うときは、
勧誘に先立って、消費者に対して、次の事項を告げなければなりません。
① �‌�統括者、勧誘者または一般連鎖販売業者の氏名（名称）（勧誘者、一般連鎖販売事業者にあっ

ては、統括者の氏名（名称）を含む）
② �‌�特定負担を伴う取引についての契約の締結について勧誘をする目的である旨
③ �‌�その勧誘に係る商品または役務の種類

特定商取引法の説明 その 2

連鎖販売取引の場合

第 34 条　禁止行為
連鎖販売取引についての契約の締結について勧誘を行う際、または取引の相手方に契約を解除さ
せないようにするために嘘をつくことや脅かすこと等の不当な行為を禁止しております。
具体的には、
① �‌�勧誘に際し、または契約の解除を妨げるために、商品の品質・性能等、特定利益、特定負担、

契約解除の条件、その他の重要事項について事実を告げず、あるいは事実と違うことを告げること。
② �‌�勧誘に際し、または契約の解除を妨げるために、相手方を威迫して困惑させること。
③ �‌�勧誘目的を告げない誘引方法（いわゆるキャッチセールスやアポイントメントセールスと同様の方

法）により誘引した消費者に対して、公衆の出入りしない場所で、特定負担を伴う取引について
の契約の締結について勧誘を行うこと。

第 35 条　連鎖販売取引についての広告
統括者、勧誘者又は一般連鎖販売業者は、その統括者の統括する一連の連鎖販売業に係る連鎖販
売取引について広告するときは、経済産業省令で定めるところにより、当該広告に、その連鎖販売
業に関する次の事項を表示しなければならない。
一　商品又は役務の種類
二　当該連鎖販売取引に伴う特定負担に関する事項
三　その連鎖販売に係る特定利益について広告するときは、その計算の方法
四　前 3 号に掲げるもののほか、経済産業省令で定める事項

MEMO

ニュースキンのブランド メンバーであること、ニュースキン製品の具体的な説明を行うことは
「訪問販売」と同じですが、「訪問販売」が製品購入のための勧誘であるのに対し、「連鎖

販売取引」では、ニュースキン ビジネスを行うために勧誘しているということをはっきりと相
手に伝えなくてはなりません。

MEMO

「ニュースキン ビジネスをすれば、だれでもすぐに儲かるかのように説明する」「ブランド メ
ンバー申請手続きをするまで話を続ける」といった行為は、上記の規制に抵触しています。
大げさな脚色などはせずに、事実のみを相手に伝え、相手の意向もくむようにしましょう。

MEMO

ニュースキンジャパンが指定する法定表示を明記することにより、上記の項目はすべて反映
されます。ソーシャル メディア上でニュースキン ビジネスの話をするときは、必ず法定表示
を明記しましょう。
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第 36 条の 3・第 36 条の 4　未承諾者への電子メール広告の提供の禁止
① �‌�相手方となる消費者の承諾を得ないで電子メール広告を送信することの禁止

統括者、勧誘者又は一般連鎖販売業者は、以下の場合を除き、未承諾者への電子メール広告（そ
の統括者の統括する一連の連鎖販売業に係る連鎖販売に関する広告）を送信することが禁止さ
れました。
イ .  相手方の請求に基づく場合
ロ .  �‌�電子メール広告の提供を受ける者の利益を損なうおそれがないと認められる場合における

「メールマガジンに付随した広告」「フリーメール等に付随した広告」の場合
② 請求・承諾に係る記録の保存

統括者、勧誘者又は一般連鎖販売業者は、電子メール広告をするときは、相手方の承諾を得て、
又は請求を受けたことの記録を作成し、これを 3 年間保存しなければなりません（但し、メー
ルマガジンやフリーメールを利用した場合などで、電子メール広告の提供を受ける者の利益を損
なうおそれがないと認められる場合を除く）。

第 37 条　書面の交付
連鎖販売業を行う者は、連鎖販売取引について契約する場合には、それぞれ以下の書面を申し込
み者に渡し、その申し込み者に書面の内容を十分に読ませなければならないことになっています。
A. 契約の締結前には、当該連鎖販売業の概要を記載した書面（概要書面）
概要書面には、以下の事項を記載することとなっています。
① �‌�統括者の氏名（名称）、住所、電話番号、法人にあっては代表者の氏名
② �‌�連鎖販売業を行う者が統括者でない場合には、当該連鎖販売業を行う者の氏名（名称）、住所、

電話番号、法人にあっては代表者の氏名
③ �‌�商品の種類、性能、品質に関する重要な事項（権利、役務の種類およびこれらの内容に関する

重要な事項）
④ �‌�商品名
⑤ �‌�商品の販売価格、引渡時期および方法その他の販売条件に関する重要な事項（権利の販売条件、

役務の提供条件に関する重要な事項）
⑥ �‌�特定利益に関する事項
⑦ �‌�特定負担の内容
⑧ �‌�契約の解除の条件その他の契約に関する重要な事項
⑨ �‌�割賦販売法に基づく抗弁権の接続に関する事項
⑩ �‌�法第 34 条に規定する禁止行為に関する事項

B. 契約の締結後には、遅滞なく、契約内容について明らかにした書面（契約書面）
契約書面には、以下の事項を記載することとなっています。

MEMO
たとえ、昔からの友人や知人であっても、ニュースキン ビジネスに関する内容が記載されたE
メールやメッセージを送る場合は、事前に相手の同意を得る必要があります。また、すでに相
手とEメールのやり取りをしていても、相手から送信を拒否してきた場合には、それ以降の送
信はできません。さらに、電子メール広告をするときは、電子メール広告を拒否する方法が分
かりやすく表示されていることが義務付けられていますので、十分注意をするようにしてくだ
さい。

① �‌�商品の種類、性能、品質に関する重要な事項（権利、役務の種類およびこれらの内容に関する
重要な事項）

② �‌�商品の再販売、受託販売、販売のあっせん（同種役務の提供、役務の提供のあっせん）につい
ての条件に関する事項

③ �‌�特定負担に関する事項
④ �‌�連鎖販売契約の解除に関する事項
⑤ �‌�統括者の氏名（名称）、住所、電話番号、法人にあっては代表者の氏名
⑥ �‌�連鎖販売業を行う者が統括者でない場合には、当該連鎖販売業を行う者の氏名（名称）、住所、

電話番号、法人にあっては代表者の氏名
⑦ �‌�契約年月日
⑧ �‌�商標、商号その他特定の表示に関する事項
⑨ �‌�特定利益に関する事項
⑩ �‌�特定負担以外の義務についての定めがあるときは、その内容
⑪ �‌�割賦販売法に基づく抗弁権の接続に関する事項
⑫ �‌�法第 34 条に規定する禁止行為に関する事項

第 38 条　指示
主務大臣は、統括者が第 33 条の 2、第 34 条第 1項、第 3 項若しくは第 4 項、第 35 条、第 36 条、
第 36 条の3 若しくは前条の規定に違反し若しくは次に掲げる行為をした場合又は勧誘者が第33 条
の2、第34 条第 1項、第3 項若しくは第 4 項、第35条、第36条若しくは第36 条の3の規定に違反し
若しくは第 2 号から第 4 号までに掲げる行為をした場合において連鎖販売取引の公正及び連鎖販売
取引の相手方の利益が害されるおそれがあると認めるときは、その統括者に対し、必要な措置をと
るべきことを指示することができる。
一　 �‌�その連鎖販売業に係る連鎖販売契約に基づく債務又はその解除によって生ずる債務の全部又

は一部の履行を拒否し、又は不当に遅延させること。
二　 �‌�その統括者の統括する一連の連鎖販売業に係る連鎖販売取引につき利益を生ずることが確実

であると誤解させるべき断定的判断を提供してその連鎖販売業に係る連鎖販売契約（その連
鎖販売業に係る商品の販売若しくはそのあっせん又は役務の提供若しくはそのあっせんを店舗
等によらないで行う個人との契約に限る。次号において同じ。）の締結について勧誘をすること。

三　 �‌�その統括者の統括する一連の連鎖販売業に係る連鎖販売契約を締結しない旨の意思を表示し
ている者に対し、当該連鎖販売契約の締結について迷惑を覚えさせるような仕方で勧誘をする
こと。

四　 �‌�前 3 号に掲げるもののほか、その統括者の統括する一連の連鎖販売業に係る連鎖販売契約に
関する行為であって、連鎖販売取引の公正及び連鎖販売取引の相手方の利益を害するおそれ
があるものとして経済産業省令で定めるもの。

MEMO

ニュースキンジャパンが作成している「ニュースキンへのご案内」は、上記の必要事項を網
羅しています。スポンサリングをする際は、必ず「ニュースキンへのご案内」をお渡しして、
内容を相手に理解してもらってください。
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2　 �‌�主務大臣は、勧誘者が第 33 条の 2、第34 条第 1 項、第 3 項若しくは第 4 項、第 35 条、第 36
条、第36 条の 3 若しくは前条の規定に違反し、又は前項各号に掲げる行為をした場合におい
て連鎖販売取引の公正及び連鎖販売取引の相手方の利益が害されるおそれがあると認めると
きは、その勧誘者に対し、必要な措置をとるべきことを指示することができる。

3　 �‌�主務大臣は、一般連鎖販売業者が第33 条の2、第 34条第 2 項から第 4 項まで、第 35 条、第 36 条、
第 36 条の3 若しくは前条の規定に違反し、又は第 1項各号に掲げる行為をした場合において連
鎖販売取引の公正及び連鎖販売取引の相手方の利益が害されるおそれがあると認めるときは、
その一般連鎖販売業者に対し、必要な措置をとるべきことを指示することができる。

※上記に掲出されている条項は、本テキストには記載されていないものも含んでいます。

第 40 条　契約の解除（クーリング・オフ制度）
連鎖販売取引に際し、消費者が契約をした場合でも、「契約書面」を受け取った日（商品の引き渡
しの方が後である場合は、その日）を起算日として 20 日間以内であれば、消費者は連鎖販売業を
行う者に対して、書面または電磁的記録（Eメール等）により契約の解除（クーリング・オフ）をす
ることができます。

MEMO

すぐに収入が得られ、しかも、それが確実であるかのようなスポンサリングをすることは違法
行為です。最初はわずかな収入しか得られないこと、収入を得るためには努力を必要とする
ことなどの事実を、しっかり説明しましょう。

MEMO

契約のクーリング・オフに関しては、上記のルールと共に、「ニュースキンへのご案内（概
要書面）」内の「ブランド メンバー規約」にも明記されていますので、そちらも確認して、
遵守するようにしてください。

2　医薬品医療機器等法などの概要

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（医薬品医
療機器等法）とは、医薬品、医薬部外品、化粧品等の品質、有効性および安全性
の確保等を目的とした薬事に関する基本の法律です。

ニュースキン ビジネスと医薬品医療機器等法など

ニュースキンジャパンは化粧品、医薬部外品、栄養補助食品を取り扱っているため、
ビジネスを行う場合、医薬品医療機器等法、健康増進法、景品表示法も正しく理
解する必要があります。特に、医薬品医療機器等法「第 66条 誇大広告等」と医
薬品的な効能効果を標ぼうしない点に注意してください。この「広告等」という言
葉には、宣伝活動はもちろんですが、ビジネス活動にかかわるものも含まれています。

具体的には、ニュースキン製品のパッケージから宣伝にかかわるすべて、スポン
サリングする際のプレゼンテーション、特定製品に結びつく書籍・情報誌、インター
ネットによる広告などが規制の対象となります。また、ブランド メンバーが独自で行う
セミナーなどに、ブランド メンバー以外の人が参加することも製品の広告活動であ
ると見なされ、規制の対象となります。

このように、医薬品医療機器等法がいうところの「広告等」という言葉の中には、
多くの意味が含まれています。そのため、医薬品医療機器等法を見ただけでは分
かりにくい部分もあるので、ここでは、関連する法律を解釈したガイドラインなども
引用してご説明します。

それでは、以下に紹介する規制をよく確認して、正しいビジネスを行ってください。

第 2 条　定義
この法律で「医薬品」とは、次の各号に掲げる物をいう。
一　�‌�日本薬局方に収められている物
二　�‌�人又は動物の疾病の診断、治療又は予防に使用されることが目的とされている物であって、器

具器械（歯科材料、医療用品及び衛生用品を含む。以下同じ。）でないもの（医薬部外品を除く。）
三　�‌�人又は動物の身体の構造又は機能に影響を及ぼすことが目的とされている物であって、器具器

械でないもの（医薬部外品及び化粧品を除く。）
2　�‌� この法律で「医薬部外品」とは、次に掲げる物であって人体に対する作用が緩和なものをいう。
一　�‌�次のイからハまでに掲げる目的のために使用される物（これらの使用目的のほかに、併せて前項

第二号又は第三号に規定する目的のために使用される物を除く。）であって機械器具等でないもの
イ　�‌�吐きけその他の不快感又は口臭若しくは体臭の防止
ロ　�‌�あせも、ただれ等の防止
ハ　�‌�脱毛の防止、育毛又は除毛

医薬品医療機器等法の説明

医薬品医療機器等法
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二　�‌�人又は動物の保健のためにするねずみ、はえ、蚊、のみその他これらに類する生物の防除の目
的のために使用される物（この使用目的のほかに、併せて前項第二号又は第三号に規定する目
的のために使用される物を除く。）であって機械器具等でないもの

三　�‌�前項第二号又は第三号に規定する目的のために使用される物（前二号に掲げる物を除く。）のう
ち、厚生労働大臣が指定するもの

3　�‌�この法律で「化粧品」とは、人の身体を清潔にし、美化し、魅力を増し、容貌を変え、又は皮
膚若しくは毛髪を健やかに保つために、身体に塗擦、散布その他これらに類似する方法で使用さ
れることが目的とされている物で、人体に対する作用が緩和なものをいう。ただし、これらの使
用目的のほかに、二又は三に規定する用途に使用されることも併せて目的とされている物及び医
薬部外品を除く。

第 66 条　誇大広告等
何人も、医薬品、医薬部外品、化粧品又は医療用具の名称、製造方法、効能、効果又は性能に関して、
明示的であると暗示的であるとを問わず、虚偽又は誇大な記事を広告し、記述し、又は流布しては
ならない。
2　�‌�医薬品、医薬部外品、化粧品又は医療用具の効能、効果又は性能について、医師その他の者が

これを保証したものと誤解されるおそれがある記事を広告し、記述し、又は流布することは、前
項に該当するものとする。

MEMO

医薬品や化粧品は、医薬品医療機器等法の第 2条で定義されています。つまり、医薬品で
はない栄養補助食品を、あたかも医薬品的な目的をもつかのように説明して販売すると、「無
承認無許可医薬品」と見なされ、第 68 条「承認前の医薬品等の広告の禁止」に抵触します。
この法律は、栄養補助食品やパーソナルケア製品を扱う際の基本的なルールです。上記の
内容をしっかり頭に入れて、今後のスポンサリングに役立ててください。

●医薬品的な効能効果の標ぼうの禁止
食品の表示や広告物などを作成する際には、まず医薬品的な効能効果、用法用量の標ぼうや含有成
分（原材料）の標ぼうの仕方について注意しなければならない。

疾病の治療又は予防を目的とする効能効果の表現

（不適例）
・糖尿病、高血圧、動脈硬化の人に
・生活習慣病予防
・アレルギー症状を緩和する
・ウイルスの予防に
・認知症予防　等

身体の組織機能の一般的増強、増進を主たる目的とする効能効果の表現

（不適例）
・疲労回復
・体力増強
・食欲増進
・新陳代謝を盛んにする
・老化防止
・アンチエイジング
・免疫力を高める
・脂肪燃焼を促進！　等

疾病リスクの低減に資する旨（医学的、栄養学的に広く確立されているもの）

（不適例）
・本品はおなかの調子を整えます
・この製品は血圧が高めの方に適する
・体脂肪を減らすのを助ける　等

人の身体を美化し、魅力を増し、容ぼうを変え、又は皮膚若しくは毛髪を健やかに保つことに
資する効果

（不適例）
・美肌、美白効果が得られます
・皮膚にうるおいを与えます
・美しい理想の体形に　等

MEMO

上記のような表現は、医薬品と誤認される可能性があるため、使用することができません。
よく聞かれる言葉のように思われるかもしれませんが、これらの表現を使わずに製品説明を
するように心がけましょう。
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● �‌�化粧品の効能の範囲（パーソナルケア製品に関係する表現）

（1）頭皮、毛髪を清浄にする。 （30）肌にはりを与える。
（2）香りにより毛髪、頭皮の不快臭を抑える。 （31）肌にツヤを与える。
（3）頭皮、毛髪をすこやかに保つ。 （32）肌を滑らかにする。
（4）毛髪にはり、こしを与える。 （33）ひげを剃りやすくする。
（5）頭皮、毛髪にうるおいを与える。 （34）ひげそり後の肌を整える。
（6）頭皮、毛髪のうるおいを保つ。 （35）あせもを防ぐ（打粉）。
（7）毛髪をしなやかにする。 （36）日やけを防ぐ。
（8）クシどおりをよくする。 （37）日やけによるシミ、ソバカスを防ぐ。
（9）毛髪のつやを保つ。 （38）芳香を与える。
（10）毛髪につやを与える。 （39）爪を保護する。
（11）フケ、カユミがとれる。 （40）爪をすこやかに保つ。
（12）フケ、カユミを抑える。 （41）爪にうるおいを与える。
（13）毛髪の水分、油分を補い保つ。 （42）口唇の荒れを防ぐ。
（14）裂毛、切毛、枝毛を防ぐ。 （43）口唇のキメを整える。
（15）髪型を整え、保持する。 （44）口唇にうるおいを与える。
（16）毛髪の帯電を防止する。 （45）口唇をすこやかにする。
（17）（汚れをおとすことにより）皮膚を清浄にする。 （46）口唇を保護する。 口唇の乾燥を防ぐ。
（18）（洗浄により）ニキビ、アセモを防ぐ（洗顔料）。 （47）口唇の乾燥によるカサツキを防ぐ。
（19）肌を整える。 （48）口唇を滑らかにする。
（20）肌のキメを整える。 （49）ムシ歯を防ぐ（※）。
（21）皮膚をすこやかに保つ。 （50）歯を白くする（※）。
（22）肌荒れを防ぐ。 （51）歯垢を除去する（※）。
（23）肌をひきしめる。 （52）口中を浄化する（歯みがき類）。
（24）皮膚にうるおいを与える。 （53）口臭を防ぐ（歯みがき類）。
（25）皮膚の水分、油分を補い保つ。 （54）歯のやにを取る（※）。
（26）皮膚の柔軟性を保つ。 （55）歯石の沈着を防ぐ（※）。
（27）皮膚を保護する。 （56）乾燥による小ジワを目立たなくする。
（28）皮膚の乾燥を防ぐ。 （※） 使用時にブラッシングを行う歯みがき類
（29）肌を柔らげる。

注 1：例えば、「補い保つ」は「補う」あるいは「保つ」との効能でも可とする。
注 2：「皮膚」と「肌」の使い分けは可とする。
注 3：（　　）内は、効能には含めないが、使用形態から考慮して、限定するものである。
注 4：（56）は、効能評価試験済みの製品に限る。

MEMO

パーソナルケア製品に対して、上記の表に記載されている表現は使用できますが、それ以外
の表現を使用することは禁止されています。使用してよい表現というものをしっかりと確認し
て、スポンサリングなどを行うようにしてください。

医薬品の範囲に関する基準の説明

医薬品等適正広告基準

●効能効果等又は安全性を保証する表現の禁止
医薬品、医薬部外品、化粧品及び医療用具（以下、医薬品等）の効能効果等又は安全性について、
具体的効能効果等又は安全性を摘示して、それが確実であることを保証するような表現はしないも
のとする。

●効能効果等又は安全性についての最大級の表現又はこれに類する表現の禁止
医薬品等の効能効果等又は安全性について、最大級の表現又はこれに類する表現はしないものと
する。

●他社の製品のひぼう広告の制限
医薬品等の品質、効能効果等、安全性その他について、他社の製品をひぼうするような広告は行
わないものとする。

●医薬関係者等の推せん
医薬関係者、理容師、美容師、病院、診療所その他医薬品等の効能効果等に関し、世人の認識に
相当の影響を与える公務所、学校又は団体が指定し、公認し、推せんし、指導し、又は選用してい
る等の広告は行わないものとする。ただし、公衆衛生の維持増進のため公務所又はこれに準ずるも
のが指定等をしている事実を広告することが必要な場合等特別の場合はこの限りでない。

※� 「医薬品等適正広告基準」とは、医薬品医療機器等法第66 条第 1項の解釈や広告の適正をはかるために遵守すべ
き事項を内容とした、厚生労働省が示した基準のこと。

MEMO

「これを使えば、たるみがなくなる」などといった、必ずそうなることを保証するような具体
的な効能効果を列挙する表現や、「自然由来の成分なので安全です」といった、だれが使用
しても安全であるかのように受け取れる表現は禁止されています。また、「使用前・使用後」
のような方法も、「私もそうなれる」といった誤解を与える可能性があるため禁止されてい
ます。

MEMO

「最高にうるおう」といった、ニュースキンの製品が一番優れているかのような、最大級の表
現をすることは禁止されています。

MEMO

ニュースキンの製品を、他社の製品と比較するような広告は禁止されています。たとえ、そ
れが事実であっても、誹

ひ ぼ う

謗していると見なされてしまいます。

MEMO

医薬関係者等が、ニュースキンの製品に関して「私はこの製品を推薦します」というような
表現をしたり、推薦文を広告に引用することは禁止されています。
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MEMO

ファーマネックス製品を紹介する際、「○○に一番効果的な製品」などと話してしまうことが
あるかもしれませんが、それは事実に反するため、上記の健康増進法に抵触します。どのよ
うな状況であっても、相手を誤認させるということは禁止されているので、気を付けましょう。

第 31 条　誇大表示の禁止
何人も、食品として販売に供する物に関して広告その他の表示をするときは、健康の保持増進の効
果その他厚生労働省令で定める事項について、著しく事実に相違する表示をし、又は著しく人を誤
認させるような表示をしてはならない。

●事実に相違すること又は誤認させることが明らかであると判断できる表示
以下に例示するように、表示内容のみで、明らかに事実と相違する又は人を誤認させると判断でき
るものについては、速やかに広告その他の取下げ、内容の修正等の必要な指導を行われると共に、 
指導の結果等を当該都道府県等の区域を管轄する地方厚生局宛てに報告していただくようお願いする。

〔表示例〕
医者に行かずともガンが治る！

〔考え方〕
通常、ガンのような重篤な疾病は、医師による診断及び治療が必要となるが、こうした表示は、医
師による診断治療がなくとも、当該疾病を治癒することができると誤認を与えるため、誇大表示に
該当する。

※「ガイドライン留意事項」とは、正式には「食品として販売に供する物に関して行う健康保持増進効果等に関する虚偽誇大
広告の禁止及び広告等適正化のための監視指導等に関する指針（ガイドライン）に係る留意事項」といい、健康増進法
第 31 条等の規定に基づいて、厚生労働省が出した通達のこと。

健康増進法の説明 その 1

健康増進法の説明 その 2

健康増進法

ガイドライン留意事項

MEMO

ガンのような重篤な疾病はもちろんのこと、糖尿病や高脂血症、心臓病、肝炎など、医師
による診断や治療が必要な病気に対して、ニュースキンの製品を摂ることで、それが治癒す
るかのような説明は禁止されています。ニュースキン製品は薬ではなく食品であることを念
頭において、説明してください。

第 4 条　不当な表示の禁止
事業者は、自己の供給する商品又は役務の取引について、次の各号に掲げる表示をしてはならない。
一　‌�商品又は役務の品質、規格その他の内容について、一般消費者に対し、実際のものよりも著し

く優良であると示し、又は事実に相違して当該事業者と競争関係にある他の事業者に係るもの
よりも著しく優良であると示すことにより、不当に顧客を誘引し、公正な競争を阻害するおそれ
があると認められる表示

3　個人情報保護法に関する概要

高度情報通信社会の進展に伴い、個人情報の利用が著しく拡大しています。個人
情報はビジネスにとって非常に有益なものですが、取り扱い方を間違えると個人の
権利やプライバシーを侵害しかねません。そこで、個人情報の有用性に配慮しつつ、
個人の権利利益を保護することを目的として、個人情報保護に関する法律（個人
情報保護法）が制定されました。

なお、以下、この法律でいう「本人」とは、個人情報によって識別される特定の個
人のことをさします。つまりニュースキン ビジネスでは、個人情報を提供してくれた
グループのメンバーや顧客のことになります。

個人情報の保護に関する法律（個人情報保護法）

第 2 条　個人情報の定義
個人情報とは、生存する個人の情報で、氏名、生年月日、その他の記述により特定の個人を識別
できる情報のことをいいます。また、他の情報と容易に照合することができ、それにより特定の個人
を識別することをできるものを含みます。

景品表示法の説明

不当景品類及び不当表示防止法（景品表示法）

MEMO

ニュースキンジャパンでは、チラシなどの宣伝物をブランド メンバーが独自で作成することを
認めていません。また、人に伝えるときにも、「世界一」や「最高」といった、ほかのもの
よりも優れているような表示をすることは法律（健康増進法および、不当景品類及び不当
表示防止法）により禁じられています。もちろん、医薬品医療機器等法など、ほかの法令
で禁止されている表現も使用できません。

MEMO

あなたが取得したグループのメンバーや顧客の氏名や住所、電話番号、生年月日、Eメール 
アドレスなどはすべて個人情報にあたります。
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第 15 条　利用目的の特定
個人情報を取得するときは、何に使うか目的を特定しなければなりません。

第 16 条　利用目的による制限
取得した個人情報は特定した利用目的の範囲内で利用する必要があります。

第 17 条　適正な取得
個人情報を取得するときは、偽りその他の不正な手段で取得してはいけません。また、病歴や犯罪
歴などの「要配慮個人情報」は、本人の同意を得ないで取得することはできません。

第 18 条　利用目的の通知・公表
個人情報の取得にあたっては、何に使うか利用目的をしっかり個人情報を提供してくれる本人に伝
えましょう。ただし、個人情報を取得する状況において利用目的が明らかな場合には、逐一本人に
伝える必要はありません。

第 20 条　安全管理措置
取得した個人情報は、漏洩、滅失またはき損の防止などを講じ、安全に管理しなくてはなりません。

第 23 条　第三者提供の制限
個人情報を他人（本人以外の第三者）に渡す場合は、本人の同意を得る必要があります。ただし、
以下の場合は同意を得る必要はありません。
　イ）法令に基づく場合（例：警察からの照会）
　ロ）人命に関わる場合で本人から同意を得るのが困難な場合（例：災害時）
　ハ）業務を委託する場合

MEMO

ニュースキン ビジネスの場合、個人情報を利用する目的は、製品の販売、製品やビジネス
に関する情報の提供、グループ購入実績の管理、適正なビジネス遂行上必要なグループか
らの相談対応等になります。利用目的を超えて個人情報を利用するときは、本人の同意を
得なくてはなりません。

MEMO

取得した個人情報が書かれている手帳やメモ、またパソコンやスマートフォンを安易に開い
たままにしたり、紛失したりすることがないよう厳重に管理しましょう。また、新しくご登録
いただく方がオンラインから登録する際には、Eメール アドレスに間違いがないか、しっかり
とサポートしましょう。仮に Eメール アドレスを打ち間違えてしまい、そのアドレスが実在し
ていた場合、第三者にすべての個人情報が漏洩してしまいます。

第 28 条　開示
本人からの「個人情報の開示請求」には応じるようにしましょう。

＜引用一覧＞
経済産業省ホームページ「特定商取引法とは」
東京都福祉保険局／東京都生活文化局「健康食品取り扱いマニュアル」　薬事日報社刊
個人情報保護委員会ホームページ「中小企業サポートページ」

MEMO

自分の情報を他人に渡すときは、個人情報が悪用されないか、勝手に他人に渡されていな
いか、世間に漏洩されないかなど心配になるものです。個人情報を正しくビジネスに活用で
きるようにするためにも、本人に個人情報の利用目的を伝え、適正に取得し、きちんと管理
しましょう。

MEMO

本人から個人情報の訂正や削除の依頼があった場合にも、対応しましょう。また、利用目的
を問われた際には、きちんと回答しましょう。
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■ 提出方法

ブランド メンバー資格申請テストは、正しい活動によってビジネスを成長さ
せていただけるよう、ブランド メンバー登録するすべての方に受講していた
だいているものです。「ニュースキンへのご案内（概要書面）」「コンプライア
ンス ブック」を読み、内容を理解したうえで解答してください。
※左のキリトリ線で切り取ってご使用ください。
※オンライン申請の場合は、申請画面に表示されるブランド メンバー資格申請テストを受講して
　ください。

「ブランド メンバー申請書」「本人確認書類」と共に、返信用封筒に入れて、
当社へ送付してください。
※別途、ブランド メンバー スタートアップ フィー（税込�,���円）の支払いが必要です。

■ 問い合わせ先
ニュースキンジャパン株式会社 メンバー専用窓口（�番 ビジネス）　
月～土 ��：��～��：��（日・祝 休）
       ����-���-���（固定電話専用）
TEL ��-����-����
チャットサポート：公式Webサイト

（www.nuskin.com）内「チャットサポート」ページ

キ
リ
ト
リ
線

ブランド メンバー資格申請テスト
（書類申請用）

����.�

解答用紙は裏面へ

チャットサポート▶



氏名

ショッピング メンバーの会員番号がある場合は、必ず記入してください。
会員番号
（JA番号）

JA

問題 解答欄

問題をよく読み、正しいと思うものには「〇」、間違っていると思うものには
「×」を、右枠の解答欄に記入してください。

キ
リ
ト
リ
線

ニュースキン製品を小売り販売する際は、相手と親しい間
柄であっても「購入契約書（領収書）」を書いて渡している。

�

「これを使用したら、シワがなくなった」という体験談を交え
ながらルミスパ iOをおすすめした。

�

製品を使い始めた方に「肌が赤くなった」と相談されたが、
「使い続ければ症状は治まるから」と説明し、そのまま使用

を継続してもらった。
�

ニュースキンを紹介した友人から「今は関心がない」と言
われた場合には、「興味がわいたら、いつでも声をかけて
ね」と伝えている。

�

直接会って話さないとニュースキンのよさは伝わらないと
思い、自分がブランド メンバーであることや、一緒にビジネ
スがしたいことを、事前に相手に伝えていない。

�

ニュースキン ビジネスに興味をもってもらえるよう、「だれでも
簡単に成功できる」「すぐに儲かる」と伝えている。

�

「ニュースキンへのご案内（概要書面）」の内容は、登録後
に必ず渡して相手にしっかりと学んでもらう。

�

小売りのあてがない相手に、日常生活で使いきれない数の
製品注文をすすめてはいけない。

�

ブランド メンバー登録は、登録者本人の意思が確認できれ
ば、他の人が代わりに手続きをしても問題ない。

�

ブランド メンバー契約後には、契約を継続するかどうか検討
できるよう、��日間のクーリング・オフ期間が設けられている。��

会員番号なし

会員番号あり 会員番号

の有無


